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に必要があると認めるときは i迅速事業者に事業に|刻し報告さ

せることができる1 にもとづく迅速事業調査規則 (11召利 25 ・ 12

運輸省令第 100 号)により，報告義務が議!せられていたが， 同

様式は小週i送業法で定められていた蛍業報告書検式をそのまま

踏襲したものである。しかしし通運事業財務諸表の様式を定め

る省令1 の制定により，本様式も必然、的に改正されることとな

り， IItl 手rI 28 ・ 6 運輸省令第 31 号をもって道連事業部1査規則が改

正されたのである。本省令の縦1l!は，迅速事業者が遵守すべき

財務言者表の形式を規律する財務諸表様式と ， 財務務表の作成方

法および作成に以|し，Q.、要な会計処辺!基準としての勘定科目，お

よび解疏(そ)から成っている。

財務諸表様式の内容は (1) 損益計算書および向付鼠 l別納|表

(通迩事業営業収入および営業政各l抑制11表) (2) 剰余金計算書

(または欠煩金計算書) (3) 利益剰余金処分計rH.!} (または欠

損金処FJl計算一書) (4) 貸借対照表 (5) 通運事業固定資産総

括表~~についてこれを定め，作成方法および会計処FJ!基準は，

具体的に各財務諸表においてそれぞれ定められている。このう

ち会計処理基準としての一般原則には， L真実性1 L正規の簿記1

L資本取引と損主主取引区分1 LIYll僚性1 L継続性1 の諸原則が規

定され，損益計算書に関する ljj(則には L発生主義lL突現主義1

L総額主義1 L i{'( lIJ ・ 収益対応1 L区分計 Jn 等が定められてい

る。さらに貸借対照表に関しては，資産の評価を取得Jjj(仙1主義

により， また能力の原則として臨時巨級損失および商法第 168

条第 l 項第 7 号 L会社の負担に帰すべき設立政問および発起人

の報酬の傾1 と，第 286 条 L設立登記のために支出したる税頒1

以外に開業費を含めた創業政の繰延勘定処理を認めている。

本省令が適用される対象は，迅速lJJ業を営む全IIí=業者すなわ

ち通迎事業法務 4 条によって， J温巡事業の経営の免許を受けた

者のすべての会計処涯に|刻し適用し，経営態様および経営規模

の如何を!日jわず，公営 ・ 会社経営 ・ 悩i人営業等一律に適用さる

べきであるが， これを画一的に適用することは悶燥であるので，

地方公共団体・ 11M人および業務のff屯闘を限定して免許が行われ

た巡連事業のみを営む通運IJí=染者は， 本省令の適用から除外さ

れており，これらについての会計処理lは別途考慮されることに

なっている。木省令に定められた処磁基準にしたが っ て青 j'FJlさ

れた経営成絞，および財政状態の成果である営業報告訟は，迅

速事業調査規fllJ第 3 条において拠出の義務が謀せられている。

すなわち毎事業年度において，当該事業年度経過後 2 筒月以内

に所轄陵巡局長および所粘'陸五II局長を経由して運輸大臣にそれ

ぞれ 1 i磁を拠出するのである。(消水喜代造)

つ うう んじ ぎょう のかんと く 通達事業の監督

l f主Jほの lL~機

通運Ilr巣は， 鉄道により迎送される物品の取放をするもので

あるから，対象荷主の範聞は広く，経済界tこ占める地位は霊裂

である。また，通連事業は，発地と着地の~J~業者の協力によっ

て行われ， しかも ， 貨物の仕I('J地は全国各駅にわたる関係上一

面識も持たない事業者同士の取引を必要とする場合も多い。こ

のような事制は，事業者に対し高度の資力信用を要求すること

となるので，これがため，通運事業に対しては，昭和 12 年以来，

特別法による規制が行われている。現行法は， IIß :F1124 年法律

第 241 号により公布された通迎事業法である。

政省の主管は，運輸省で，主管事~は同省自動車局業務郎通運

課である。地方機|葉!としては，陸連局臣I 1fVJ事郎通巡採があるが，

各県所在の陸巡事務所には政官権限はない。国鉄は鉄道省1時代

には， 鉄道五II送事業と通巡事業に対する監督をあわせて行っ て

いたが，運輸省と国鉄との分離によりその監督権はなくなった。

なお， 通辺事業に関する行政処分を行う場合は，その公正をJ~j

するため，重姿事案については，運輸審議会に諸問し， その答

申を尊重して処分することとなっている。

2 事業経営の免許

通連事業は，免許事業である。事業を経営しようとするもの

は， 事業によりまず巡輸大臣または陸運局長から事業経営につ

き免許を受けなければならない。事業の経営を免許制としたの

は，弱小業者の発生を防止して資力信用ある事業者による公正

競争体制を碓保し，さらに鉄道輸送効率との調整を区lろうとし

たものである。

免許の適否は， 通連事業法第 6 条の免許基準によ って審査決

定される。免許基準はっきrのとおりである。 ( 1 ) 当該事業の開

始が一般の需要に適合するもの (2) 当該事業の開始が公衆の

利便を別進するもの (3) 当該申請に係る事業を適確に遂行す

るに足る能力を有するもの (4) 当該事業の開始が鉄道による

物品巡送の効率の向上にEをするもの。

3 IJr業運営上の諸規制

(1) 許認可制

ア 事業の譲渡 ・ 合併ぜ2の認可 通遂事業は，事業者の資力

信用， 事業施設等を審査し適絡 と 認めた場合に免許されるもの

であるから， 事業主体の変更を自由放任することは免許制度を

とった趨旨に反する。したがって，事業の譲渡， 法人の合併，

事業の相続はいずれも運輸大臣または陸連局長の認可を要する

こととな っ ている。このf首位により ，事業の経営が不適格者の

手に移ることが防止される。

イ 巡賃料金の認可 iHi llli IJJWi:が公共的使命を達成するため

には，荷主の利害にもっとも淡い関係を有する運賃料金の適正

化が実現されなければならない。 i迅速事業の歴史をみても ， 自

由放任l時代の運賃の無秩序は経済界に大きな支障を与えた。し

たがって， 巡賃料金問飽は，通運行政の中心的課題て‘ある。

現行運賃料金制度は， 業務の極別ごとに定額をもって明確に

定め， 運輸大臣または陸運局長の認可を裂することとなってい

る。いわゆる，定額認可料金制である。これがため， 事業者は，

問、可古買を上回って収受することはもちろん， これを値引するこ

とも許されないので，術主に対する差別取扱の弊は防止される。

認可は，通連事業法第 20 条に規定された認可基準によって行

われる。この基準によりその額は， 能率的な経営の下における

適正な[除 fi聞に適正な利ìlMIを加えたもので，制度的には， 特定の

術主に不当な差別的取扱をするものであってはならない。

ウ 迅速約款の認可 運賃とならんで荷主に重大な利害関係

のあるものは， J迅速契約の内容である。とくに， J亜巡契約は，

その内容がì.!l:雑でかつ短H寺聞に大量の取引を処恕する必要があ

るので，取引の公正，明確化と事務処理の合理!化をはかるため

にはs 契約の定型化を行うとともに， その内~についても殴督

することが必要である。通選i事業法は，第 21 条において， L通

連事業者は，通運約款を定め，巡輸大臣の認可を受けなければ

ならない。これを変更しようとするときも同級とする1 と規定

し，約款の制定を義務づけると問時にその内容につき規制する

こととなっている。

エ 事業の管理の委託の認可通運事業の免許は，経営者の

適否を審査の上，対人的に認めたものであるから， 一般企業の

ように自由にこれを他人に経営させることは適当ではない。 し

たがって ， J迅速事業法は， 名義fi:および事業を他人に経営せし

めることを禁止している。ただ， 事業の実態から事業の委託管

却を必要とする場合も予想されるので，運輸大臣または陸連局

長が認、可 した場合は， 対外的資任を通遂事業者が負い， 業務運
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